
反映状況
R4予算額

(千円)
R3補正額
（千円）

事業等の名称 摘要

Ⅰ　最重要事項

1 復興の推進に必要な予算の確保

１　復興の推進に必要な予算の確保 ○ 841,300,000 - 復興特別会計予算

２　被災地のニーズに対応するための地方創生関係交付金の柔軟な運用 不明 - - 制度要望

２ 被災地復興のための人的支援

１　人的支援の総合的な調整等に係る取組の継続 不明 不明 -
ふる振
総務

市町村
人事

全省庁

３ 移転元地の利活用に向けた措置

１　移転元地の集約や整地に要する費用への支援 × - -

２　移転元地への産業立地の促進支援 △ - - 制度要望

４ 国際リニアコライダー（ＩＬＣ）の実現

１　国際リニアコライダー（ＩＬＣ）の実現 △ 480,000 - 先端加速器の低コスト化基盤技術の開発 ＩＬＣ 事推

内閣府
復興庁
外務省
文科省
経産省
国交省

【 R3.12時点 】

東日本大震災津波等からの復興と地方創生の推進に当たっての提言・要望（R3.6.17実施）　　R4政府予算等への反映状況【復興分】
「反映状況」凡例　○：概算要求や国政策等に反映　　　△：一部反映　　×：反映されず　　　不明：現時点で詳細不明

要望等の反映状況

№ 提案・要望内容 担当部局 担当室課
提案・要望

先省庁

復興
ふる振

復推
市町村

全省庁

復興 復推
復興庁
経産省
国交省
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R3補正額
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【 R3.12時点 】

東日本大震災津波等からの復興と地方創生の推進に当たっての提言・要望（R3.6.17実施）　　R4政府予算等への反映状況【復興分】
「反映状況」凡例　○：概算要求や国政策等に反映　　　△：一部反映　　×：反映されず　　　不明：現時点で詳細不明

要望等の反映状況

№ 提案・要望内容 担当部局 担当室課
提案・要望

先省庁

Ⅱ　復興に必要な重要事項

横断的事項

５ 原子力発電所事故に伴う放射線影響対策の充実・強化及び被害に係る十分な賠償の実現

１　県及び市町村が放射線影響対策に要した経費の十分な賠償等のための措置 不明 3,012,000 - 原子力損害賠償の円滑化

２　多核種除去設備等処理水の処分に関する丁寧な説明と慎重な対応 不明 - - その他

３　被害の実態に即した十分な賠償のための措置 不明 3,012,000 - 原子力損害賠償の円滑化

６ 原子力発電所事故に伴う除染・廃棄物処理等への対応

１　農林業系副産物の処理 ○ 63,780,000 -
放射性物質汚染廃棄物処理事業(農林業
系廃棄物の処理）

２　汚染状況重点調査地域への財政措置 × - -

３　除去土壌の処理基準の策定 × - - 制度要望

４　住民不安の解消 ○ 1,200,000 - 放射線健康管理・健康不安対策事業費

復興 復危管

復興庁
総務省
文科省
農水省
経産省
環境省

環境
資循
環保

復興庁
環境省
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【 R3.12時点 】

東日本大震災津波等からの復興と地方創生の推進に当たっての提言・要望（R3.6.17実施）　　R4政府予算等への反映状況【復興分】
「反映状況」凡例　○：概算要求や国政策等に反映　　　△：一部反映　　×：反映されず　　　不明：現時点で詳細不明

要望等の反映状況

№ 提案・要望内容 担当部局 担当室課
提案・要望

先省庁

７ 原子力発電所事故に伴う農林水産業被害等への対応

１　原木しいたけ等の産地再生対策の充実

　(１)　しいたけ原木の供給体制強化や原木林の再生など、総合的な対策の実施 ○ 931,490 - 特用林産施設等体制整備復興事業

　(２)　損害賠償金の早期支払い支援、掛かり増し経費の賠償対象化に向けた支援
の継続

○ - - その他

　(３)　産地が行う情報発信、ＰＲ活動への全面的な支援 不明 2,850,000 - 地方消費者行政強化交付金

２　水産物被害等への対応 ○
1,200,000
の内数

- 放射性物質影響調査推進事業 水振

３　農林水産物の安全性に係る情報提供等の継続

　(１)　安全性に係る正確な情報提供、ＰＲ活動等の継続 不明 2,850,000 - 地方消費者行政強化交付金

　(２)　県等の販路の回復・拡大等への全面的・継続的支援 不明 2,850,000 - 地方消費者行政強化交付金

４　諸外国における農林水産物等の輸入規制への対応 不明
①1,700,000

の内数
②871,000

①輸出環境整備推進事業
②輸出環境整備緊急対策のうち輸出の
ハードルを解消する取組の強化

「安全」の確保

８ 復興道路の全線完成

１　復興道路の全線完成 ○ - - その他 県土
県整企
道建

復興庁
国交省

９ 復興事業(ハード事業）完了までの支援の継続

１　復興事業（ハード事業）完了までの支援の継続 不明 4,100,000 - 災害復旧事業 県土 県整企
復興庁
国交省

10 津波対策施設に係る維持管理費等に対する財政措置

１　津波対策施設に係る維持管理費等に対する財政措置 不明 - - 制度要望
県土
農水

河川
農建
漁港

復興庁
総務省
農水省
水産庁
国交省

林振

流通

農水

消費者庁
復興庁
農水省
林野庁
水産庁
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【 R3.12時点 】

東日本大震災津波等からの復興と地方創生の推進に当たっての提言・要望（R3.6.17実施）　　R4政府予算等への反映状況【復興分】
「反映状況」凡例　○：概算要求や国政策等に反映　　　△：一部反映　　×：反映されず　　　不明：現時点で詳細不明

要望等の反映状況

№ 提案・要望内容 担当部局 担当室課
提案・要望

先省庁

11 広域防災拠点整備に対する財政支援

１　広域防災拠点整備に対する財政支援 不明 - - 制度要望 復興 復防
内閣府
総務省

「暮らし」の再建

12 被災者の生活再建に対する支援

１　被災者生活再建支援制度の拡充 不明 - - 制度要望

２　個人の二重債務解消に向けた支援 不明 - - 制度要望

３　災害援護資金貸付けの特例措置の延長及び円滑な事務処理の支援 不明 - - 制度要望

４　被災者生活支援を目的とした建築確認申請等手数料減免に対する財政支援 不明 22,188,000 -
住宅局東日本大震災からの復旧・復興対
策に係る経費

５　東日本大震災特別家賃低減事業等の支援の継続 ○ 22,100,000 - 家賃低廉化・特別家賃低減事業

13 被災地市町村における持続可能な地域公共交通ネットワークの構築に向けた支援

１　地域間幹線系統確保維持事業における被災地特例の激変緩和措置の継続 不明 - -
地域公共交通確保維持改善事業（地域間
幹線系統確保維持費補助）

制度要望

２　地域内フィーダー系統確保維持費補助における補助上限額の拡大等 不明 - -
地域公共交通確保維持改善事業（地域内
フィーダー系統確保維持費補助）

制度要望

14 教育の復興に対する支援

１　児童生徒の心のサポートに対する財政措置の継続 ○ 1,700,000 - 緊急スクールカウンセラー等活用事業

２　教職員の確保 不明 - -
義務教育費国庫負担金
（復興特別会計計上分）

15 復興支援活動を行うＮＰＯ等への支援の継続

１　復興支援活動を行うＮＰＯ等への支援の継続 ○ 116,648 -
NPO等の「絆力（きずなりょく）」を活かした
復興・被災者支援事業

環境 若女
内閣府
復興庁

復興
県土

復く再
建住

内閣府
金融庁
復興庁
総務省
法務省
財務省
国交省

ふる振 交通 国交省

教育
教職
学教

復興庁
文科省
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反映状況
R4予算額

(千円)
R3補正額
（千円）

事業等の名称 摘要

【 R3.12時点 】

東日本大震災津波等からの復興と地方創生の推進に当たっての提言・要望（R3.6.17実施）　　R4政府予算等への反映状況【復興分】
「反映状況」凡例　○：概算要求や国政策等に反映　　　△：一部反映　　×：反映されず　　　不明：現時点で詳細不明

要望等の反映状況

№ 提案・要望内容 担当部局 担当室課
提案・要望

先省庁

「なりわい」の再生

16 水産業の復旧・復興支援

１　サケふ化放流事業の再生 ○
1,200,000
の内数

- 被災海域における種苗放流支援事業

２　流通・加工業の再生 △
①4,100,000
②600,000

-
①水産業復興販売加速化支援事業
②水産バリューチェーン事業

17 被災事業者への支援策の継続

１　中小企業等グループ施設等復旧整備補助事業の継続 △ 2,250,000 -
中小企業組合等共同施設等災害復旧事
業

２　事業再生の実現に向けた支援策の継続 △ 620,000 - 中小企業再生支援事業

３　事業再開後の伴走型経営支援の拡充 ○
①300,000

②6,000,000
-

①「新しい東北」普及展開等推進事業
②中小企業・小規模事業者ワンストップ総
合支援事業

４　復興特区における税制上の特例に係る区域や業種の見直し 不明 - - 制度要望

18 被災地における産業人材の確保

１　産業人材確保に向けた取組の継続 不明 - - 制度要望

２　事業復興型雇用確保事業の実施期間の延長等 不明 - - 事業復興型雇用確保事業 制度要望

19 観光復興に向けた支援策の拡充

１　沿岸被災地の観光再生への支援 △ 270,000 - ブルーツーリズム推進支援事業 制度要望

２　海外からの誘客促進への支援 △ 270,000 - ブルーツーリズム推進支援事業 制度要望

内閣官房
復興庁
財務省
国交省
観光庁

農水 水振
復興庁
水産庁

商工
農水
復興
総務
ふる振

経支
団指
復く再
税務
市町村

復興庁
総務省
財務省
経産省
中企庁

復興
商工

復く再
定雇

内閣府
復興庁
法務省
厚労省

商工 観プロ
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反映状況
R4予算額

(千円)
R3補正額
（千円）

事業等の名称 摘要

【 R3.12時点 】

東日本大震災津波等からの復興と地方創生の推進に当たっての提言・要望（R3.6.17実施）　　R4政府予算等への反映状況【復興分】
「反映状況」凡例　○：概算要求や国政策等に反映　　　△：一部反映　　×：反映されず　　　不明：現時点で詳細不明

要望等の反映状況

№ 提案・要望内容 担当部局 担当室課
提案・要望

先省庁

未来のための伝承・発信

20 教訓の伝承と復興の姿の発信に係る支援

１　被災地の伝承・発信等に係る取組への支援 △ 100,000 - 東日本大震災の教訓継承事業 復興 復推
内閣府
復興庁
国交省

Ⅲ　新しい東北の創造に向けた重要事項

21 国際海洋再生可能エネルギー研究拠点の構築

１　海洋再生可能エネルギーの研究開発の推進と関連研究施設の整備 不明 465,000 -
洋上風力発電の導入促進に向けた環境
保全手法の最適化実証等事業

２　洋上風力発電施設等の整備に対する補助制度の創設 不明 350,000 -
浮体式洋上風力発電による地域の脱炭
素化ビジネス促進事業

Ⅳ　令和元年東日本台風災害等からの復旧・復興

22 平成28年台風第10号災害及び令和元年東日本台風災害からの復興に必要な財政措置及び人的支援

１　平成28年台風第10号災害及び令和元年東日本台風災害に対応した財政措置 × - - 制度要望

２　令和元年東日本台風災害に対応するマンパワーの確保 不明 10,000 -
アクションプランの策定に要する調査研究
等事業

その他

23 平成28年台風第10号災害からの公共土木施設等の復旧等及び令和元年東日本台風災害に係る土砂災害対策等における確実な予算措置

１　平成28年台風第10号災害からの公共土木施設等の復旧等に係る確実な予算措
置

不明
①880,636,000
②56,900,000

①269,657,000
②315,435,000

①国交省水管理・国土保全局の治山治水
（治水）
②災害復旧等

２　令和元年東日本台風災害に係る土砂災害対策における確実な予算措置 不明
①880,636,000
②56,900,000

①269,657,000
②315,435,000

①国交省水管理・国土保全局の治山治水
（治水）
②災害復旧等

３　令和元年東日本台風の溢水箇所対策における確実な予算措置 不明
①880,636,000
②56,900,000

①269,657,000
②315,435,000

①国交省水管理・国土保全局の治山治水
（治水）
②災害復旧等

県土
河川
砂防

内閣府
財務省
国交省

ふる振 科情

内閣府
文科省
農水省
経産省
国交省
環境省

復興
ふる振

復危管
市町村

全省庁

6 / 6 ページ


